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一　はじめに
　コジオール（Erich　Kosiol）は、1940年に論文「簿記の形式的構造と実質的内容」（。Formalaufbau
und　Sachinhalt　der　Bilanz“，　In：Wirtschaftslenkung　und　Betriebswirtschaftslehre，　Festschrift　zum
60Geburtstag　von　Ernst　Walb，　Leipzig，1940）を発表して以来、今日に至るまで，，pagatorische
Thorie“と自らの理論を特徴づけてきた。「収支的成果計算理論は、シュマーレンバッハおよびワル
プの先駆的研究に基づき、この研究を終りまで首尾一貫して考察し、組織的に締切られ、公理化され
た簿記理論・勘定理論・貸借対照表理論・評価理論にまで発展を続けようというものである1）」と述
べているように、財務会計の分野における独自の包括的な理論を打ち樹てようとして展開してきてい
るのである。
　本稿では、コジオールの評価論について、そのなかでも特に、低価法原則2）についての問題点を考
察することにしたい3）。いわゆる動態論を主張する論者にとって、たとえば、シュマーレソバッハ
（Eugen　Schmalenbach）→ワルプ（Ernst　Walb）→コジオールへと流れるドイツのケルン学派（K61ner
Schule）においては、簡潔にいえば、取得原価主義と実現原則とによる比較可能な期間成果の算定と
いうことが主要な問題点となるのであって、この基本的な観念に低価法原則（Niederstwertprinzip）を
いかに織り込むか（あるいは否定するか）ということは、評価論を考察するにあたって、それぞれの
論老の非常に大きな特徴になってくるのである。このことは、ドイツに限らず、取得原価主義に基づ
いて理論構成しようとした場合、かならず問題となる点であるように思われる。それゆえに、本稿で
は、コジオールは低価法原則をどのように解釈し、収支的貸借対照表理論に織り込み、理論構成して
いるかを考察することにしたい。
　もともとドイツにおける会計学の展開は、たとえばシュマーレンバッハが、「この書物が初めて出
版された時、特に、貸借対照表を用いる商人の成果計算は、まさにこのような貸借対照表によって、
非商人の成果計算とは根本的に異なるものであるという税法において優勢であった見解と闘わなけれ
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ばならなかった4）」と序文に述べているように、主に商法・株式会社法・税法などの制度的法律規定
に対する展開としてなされてきた。低価法原則についても、株式会社法第154条、第155条に明確な規
定があり、また「低価法原則は、数十年にわたる歴史的展開を経て、今日、正規の簿記の原則（die
Grundsatze　ordnungsmaBiger　BuchfUhrung）の一般に認められた構成部分である5）」というように、
制度的にも、実務においても認められるところのものとなっているのである。
　しかし、このように低価法原則が制度的に認められるものであっても、理論上、厳格な取得原価主
義を主張する場合、このような法律規定と対立するものとなる。ここにシュパイッアー（Marcell　Sch－
weitzer）は、ベルリン自由大学でコジオールのもとに学び、コジオール門下の一人といわれているの
であるが、その著「貸借対照表の構造と機能一方法論的および意思決定論的見地における経営経済的
貸借対照表の基本問題一」（。Struktur　und　Funktion　der　Bilanz－Grundfragen　der　Betriebswirtsch－
aftlichen　Bilanz　ill　methodologischer　und　entscheidungstheoretischer　Sicht－“，　Berlin，1972）におい
て、この低価法原則の解釈に関して、コジオールと鋭く対立している。そこで、シュバイツアーの低
価法原則批判を考察することによって、コジオール、シュバイツアーのそれぞれの立場並びに、低価
法原則の問題点をも明白に『していきたい。なお、ここで注意レておきたいことは、シュバイツアーは
コジオールの門下生であるが、コジオールの「収支的貸借対照表論」（。Pagotorische　Bilanz，“1976）
のほうが新しい文献であるため、シュバイツアーに対する批判も行なっているということである。
　そこで、本稿では、まずドイツにおける商法並びに株式会社法の低価法原則に関する規定をみた後
に、コジオールの低価法評価論を考察し、さらに、シュバイツアーの低価法評価批判を吟味し、両者
の比較を通して問題点を明らかにしていきたい6）。
注1）Kosiol，　E．：”Pagatorische　Bilanz，“Dunker＆Humblot，　Berlin，1976，　S．727．
　2）　ドイツにおいて用いられている”Niederstwertprinzip“は，その意味から，一般的には「低価主義」と言
　　われるものを表現するのであるが，「低価法原則」という訳語が一般化しているので，以下この表現を用い
　　ることにする。（高田正淳訳著「財務会計論」森山書店，昭和40年，参照）。
　3）　なお，本稿では直接触れることはできないが，評価論と密接に関係のある計算構造論上の問題点について
　　は，拙稿「コジオール収支的貸借対照表論の展開」明治大学院紀要第14集（6），昭和51年12月，rr収支的』概
　　念について」同第15集（6），昭和52年12月参照。
　4）　Schmalenbach，　E．；，，Dynamische　Bilanz‘‘13　Aufl．　K61n　und　Opladen，1962，　Vorwort．
　　5）　Kosiol，　E。；a．a．0，　S．429．
　　6）　なお，コジオールは1977年に，「簿記一成果計算，在高計算，財務計算として」（”Buchhaltung－als　Er－
　　folgs－，　Bestands－，　Finanzrechnung－，“Walter　de　Gruyter，　Berlin，1977）を発表している。しかし，
　　　この書物の内容は「収支的代借対表論」　（1976年）を簡潔に要約したものであり，内容的にも表現的にもほ
　　　とんど異なるところはない。千頁に及びコジオールの財務会計の分野におけるライフ・ワークとも言うべぎ
　　　「収支的貸借対照表論」を基礎にして，これから考察していくこととしたい。
二　低価法原則に関する制度的規定
低価法原則についての制度的規定は、コジオールによれば、　「1884年の株式修正法令において、そ
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の最初の包括的な規定がみられた。その表現上の定式化は、1937年株式会社法第133条、1965年株式
会社法第154条、第155条、組合法（Gen　G）第33条Cに存するのであるが、シュマーレンバッハの先
駆的研究以来、一般商法典第40条が低価法原則を包含するということはもはや疑いがない1）」として
いるわけであるが、ここでは、そのなかでも特に低価法評価とかかわりのある条文について挙げてみ
ることにしたい。
　　　　商法　第40条　　　　　　　　　　　　　1
（2）財産目録と貸借対照表との作成に際して、すべての資産と負債とは、財産目録および貸借対照表
　の作成が行なわれる時点に、資産と負債とに附されている価値に従って評価しなければならない。
　　　　株式会社法　第133条（1937年）
3．流動資産（第131条第1項A皿）は、取得原価あるいは製造原価を越えて評価してはならない。製
　造原価の計算については、第1項の三が有効である。
　　取得原価あるいは製造原価が、決算日における取引所価格あるいは市場価格よりも高いならば、
　このような取引所価格あるいは市場価格をこえて評価してはならない。
　　取引所価格あるいは市場価格が確立していないが、取得原価あるいは製造原価が決算日にこの資
　産に附されている価値を越えているならば、取引所価格あるいは市場価格をこえて評価してはなら
　ない。
　　　　株式会社法　第154条（1965年）
（2）利用が期間的に限られているかいなか顧慮することなしに、固定資産の場合に、
　1　決算日に、その固定資産に附されているいつそう低い価値によって、あるいは、
　2　所得税と収益税のために用いうるとされている、いっそう低い価値によって、
　評価するために、臨時の減価償却あるいは価値修正を行ないうる。ただし、継続した価値減少が予
　期される場合には、上記のことを行なわなければならない。いっそう低い価値によって評価するこ
　とは、臨時の減価償却あるいは価値修正の理由がもはや存在しなくても、持続してよい。
　　　　株式会社法　第155条（1965年）
（1）棚卸資産は、低価評価が第二項に従って指示されない、あるいは、第三項並びに第四項に従って
　認められないかぎり、取得原価あるいは製造原価で評価しなければならない。製作原価の計算につ
　いては第153条第二項が有効である。正規の簿記の原則に一致するかぎり、同じ種類の在庫資産の
　価値評価について、まず先に取得されたあるいは製造された資産がはじめに、あるいは他の一定の
　順序で、費消あるいは売却され、あるいは、後に取得されたあるいは製造された資産がはじめに、
　あるいは他の一定の1頂序で費消あるいは売却されることが仮定される。
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（2）取得原価あるいは製造原価が、決算日に取引所価格あるいは市場価格から明らかになる価値より
　も高いならば、取引所価格あるいは市場価格によって評価しなければならない。取引所価格あるい
　は市場価格が確定していないが、取得原価あるいは製造原価が、決算日にこの資産に附されている
　価値をこえているならば、取引所価格あるいは市場価格によって評価しなければならない。
（3）棚卸資産は、いっそう低い価値による評価が、
　1　近い将来において、このような資産の価値評価が価値変動に基づいて必ず変動する場合に、先
　　んじて処理するために、合理的な商人の判断に際して不可欠である、あるいは、
　2　所得税法と収益税法のために、認められているとみなされる、
　かぎり、第一項あるいは第二項に従った価値よりも低い価値で評価しうる。
（4）第二項あるいは第三項に従った低価評価は、その根拠がもはや存在しなくなっても、持続しう
　る。
　このように、1965年の株式会社法によれば、強制低価法原則（強制規定：MuBvorschrift）は、棚卸
資産と負債とに有効であり（第155条第二項）、固定資産には、いわゆる緩和された低価法原則（許容
規定：Kannvorschrift）が適用されることになる2）（第154条第二項）。またその際に、「残高が一緒に
低価法原則に委ねられるのではなく、それぞれ個々の財産部分と負債部分とが低価法原則の支配下に
おかれるということが見過ごされてはならない。正規の簿記の原則並びに、正規の貸借対照表作成原
則に根拠を持っている個別評価に基づく要請は、一つあるいは二つの貸借対照表側面の個別時価間の
相殺を禁止している3）」わけであり、個別評価の原則により、貸借の相殺はできないことになる。
　また、商法上の計算についてみると、コジオールは、「商法上定式化された低価法計算において、
これが1965年の株式会社法の新しい規定によって変えられないかぎり、低価法原則は、私が名づけた
限度価値原則（Grenzwertprinzip）と結びつく。……1965年の株式会社法を度外視すると、今日におい
てもなお、最低価値はただ評価限度とみるべきであるということは、正規の簿記の原則の構成要素と
みられる。要約された上記の記述の意味において、最低価値は、ただ純財産についての上限価値を表
わすというように定式化できる4）」として商法上の低価法計算は、単に価値評価の上限を示すもので
あり、商人の合理的な判断にあっては、さらに低ぐ評価することもできる限度価値原則を示している
ことになる。
　1937年の株式会社法も、「取得原価あるいは製造原価が、決算日における取引所価格あるいは市場
価格よりも高いならば、このような取引所価格あるいは市場価格をこえて評価してはならない。（Sind
die　Anschaffungs　oder　Herstellungskosten　h6her　als　der　B6rsen－oder　Marktpreis　am　AbschluBstic－
htag，　so　ist　h6chstens　dieser　Preis　anzusetzen）（第133条第三項）」　という限度価値原則を表現して
いる。しかし、1965年の株式会社は、「取得原価あるいは製造原価が、決算日に取引所価格あるいは
市場価格から明らかになる価値よりも高いならば、取引所価格あるいは市場価格で評価しなければな
らない。（Sind　die　Anschaffungs－　oder　Herstellungskosten　h6her　als　der　Wert，　der　sich　aus　dem
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B6rsen－oder　Marktpreis　am　AbschluBstichtag　ergibt，　so　ist　dieser　Wert　anzusetzen）（第155条第二
項）」として厳格な低価法原則を指示しているわけである。すなわち、この場合、費用の見越しは、
取得原価と調達時価とを比較してその差異だけに限られる。このような表現上の異いは、シュパイツ
アーによれば、「商法第40条（省略一前掲参照一筆老）の同義反復的な原則形式から、古い株式会社
法第133条（省略一前掲参照）のあいまいな（不正確な）言明へと、言明の余地の本質的な限定が行な
われた。今日の把握においては、情報内容におけるこれに応じた言明は、さらに厳密になっている。
株式会社法第155条（省略一前掲参照）5）」　というように、この1965年の株式会社法の規定を表現の精
緻化とみている。
　最後に、モクスター（Adolf　Moxter）による、低価法原則に関する問題点の一覧表を掲げることに
する（図1）。
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注1）Kosiol，　E：”Pagatorische　Bilanz“S．42gf．
　2）　Kosiol，　E：a．a．0．，　S．430．　なお、たとえぽ　Moxter，　A．：，，Bilanzlehre，“2Aufl．　Betriebswirtschaft－
　　licher　Verlag，　Wiesbaden，1976，　S。83f．，　Seicht，　G：”Buchhaltungs－und　Bilanzierungsprobleme“・5Aufl・・
　　Industrieverlag，　Wien，1974，　S．24などにも同様の見解がみられる。
　3）　Kosiol，　E．：a．a．0．，　S．430．
　4）　　Ibid，　S．447．
　5）　Schweitzer，　M．：，，Struktur　und　Funktion　der　Bilanz，‘‘S．136．
　6）　Moxter，　A．：a．a．0．，　S．85．
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三　コジオールの低価法評価論
　コジオールの低価法評価論に入るまえに、本稿の直接の昌的ではないが、これからの展開のため
に、コジオールの財務簿記における評価についての考え方並びに収支的観点における価値の種類につ
いて、簡潔に見ておくことにしたい。
　はじめに、貸借対照表の評価について、「成：果計算の形式的構造と並んで、貸借対照表における評
価は、期間的成果決定のために、同様に重要である。収入在高と支出在高とについての評価、支出対
価と収入対価とについての評価一在高量として一は、一貫して、簿記的成果計算の収支的特徴を
意味する。……ただ、簿記的成果計算は、その出発基礎においても、かくしてその本質的核心におい
ても、収支的特徴を有する基礎理念の首尾一貫した遂行のみが、商法並びに税法に規定された評価基
準の意味についての説明を得ることに成功する1）」と述べ、その重要性と意味とを明らかにし、さら
に、財・価値・評価過程についてつぎのように述べている。「財の量は、たとえば、kg、　hl、　m、あ
るいは時間というような固有の量的単位で計測される。これに対して、価値は貨幣単位や、たとえ
ば、DM、＄、sfr、　hflというような通貨の単位で表わされる数字である。評価過程は、この場合、あ
る財の量に固有の価値を付属させるということにある。また、つぎのように述べることもできる。評
価とは、ある価値尺度での財の量の特殊な描写である2）。」
　コジオールの収支的観点にあっては、価値は、大きく二つの種類に分けられる。第一の分類に属す
るものは、本源的収支的価値（ursprungliche　pagatorische　Wert）であり、すなわち、「価値の第一の
分類は、企業が直接に参加している市場の出来事における評価すべき対象あるいは過程と直接の関係
に表われる本源的な収支過程に基づく。市場において企業のみから具体化した、あるいは、実現した
収支過程が問題となる。それゆえ、収支過程と関連する価値を、私は、実現一収支的価値（realisiert－
pagatorische　Wert）と名づけた。これには、なかんずく、取得原価（Anschaffungswert）が属する3）」
また、この価値には、「純粋な」（echte）という形容詞がつくこともある。第二の分類に属するもの
は、派生した収支的価値（abgeleitete　pagatorische　Wert）といわれるものであり、これは、「実現一
収支的価値と並んで、経済的実務の成果計算において、企業によって実現されない収支過程に基づく
価値も表われる。この価値は、同様に、未実現一収支的価値（unrealisiert－pagatorische　Wert）と名づ
ける。時価は、派生したあるいは導き出された収支価値として、この分類に属する4）」。この分類には
調達時価（Tagesbeschaftungswert）と売却時価（TagesverauBerungswert）などが属することになり、
また、「純粋でない」（unechte）という形容詞がつくこともある。このように価値を分類するのは、
「このような基礎理念は、実務において現われる貸借対照表価値のできるだけすべての価値内容を、
貸借対照表項目を収支過程に添える統一的な原則に還元することにある。……従って、収支過程は、
両方の場合において価値内容の規定特徴である5）」と述べているように、厳密な意味における取得原
価のみを取扱うのではなく、商法・税法上などの実際の計算に表われる価値を説明するために、，，pa－
gatorisch“という概念を用いて、すべての価値概念を包括的に把握しようとししいる。
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　つぎに、コジオールの低価法評価論をみることにしよう。まず、低価法原則について、つぎの二つ
の原則を定式化しようとする。
1　資産は、時価が取得原価よりも低いかぎり、時価で評価しなければならない。二つの価値のう
　ち、低いほう（最も低い）で貸借対照表に記載しなければならない。
2　負債（他人資本項目）は、時価が原価よりも高いかぎり、時価で評価しなければならない。二つ
　の価値のうち、高い（最も高い）価値で貸借対照表た記載しなければならない6）。
　このように、資産についての低価法原則は、負債についての高価法原則（Hochstwertprinzip）　tlこな
る。つまり、ドイツにおいては、棚卸資産についてだけでなく、固定資産や負債についても、いわゆ
る低価法原則が採用されることになる。さらに、これらの二つに分けた原則を、統一的な観点のもと
に、一つの言葉で表わすと、つぎのように表わされる。「資産と他人資本項目とは、個々の価値評価
が、貸借対照表の両側の残高（純財産）のいっそう低い（最も低い）評価に導くように、原価か時価
で、貸借対照表に記載されなければならない。’……総合的なメルクマールは、両方の場合、在高勘定
の貸方記入に一致する、借方における費用記帳にある7）」。このように、低価法原則の場合に、純財産
の低い時価による表示というよりも、成果計算における費用の見越しが問題となるのである。
　つぎに、低価法原則の意味を明らかにするために、運動貸借対照表の原型に返って説明を加えてい
る（ここでは、貸借対照表の借方側についてのみみることにする）。「前収入は、生成の時点では、本
源的収入価値で評価されず、評価の時点（貸借対照日）で考慮に入れられる。時価は現在の収入価値で
あり、期日における特別な関係や将来の見込みを考慮に入れる。それゆえ、将来の現金収入が生成時
点における本源的な収入価値よりも低いように思われることが認識可能になった場合に、貸借対照表
日に予期される現在の前収入が評価されるべきである8）。」「戻し収入は、貯蔵の本源的支出価値から
離れ、現在の支出価値で計算される。それゆえ、たとえば、原材料、未製品、完製品、商品について
の調達時価が低価すると、製品や手持商品についての売上のそれに応じた減少を予期することにおい
て、予測しうる損失の発生ないしは利益の減少は、将来の販売の場合に、評価差異の大きさにおいて
費用として先取され、これによって、実際に実現したと予期される損失の発生の期間に貸方に記入さ
れる9）。」このようにみると、「低価法原則によって、成果決定に現われる費用は、すべての場合、そ
の発生に従って、見越費用と特徴づけられる。……見越費用は、この費用が組み入れられる計算期間
の内で、ある非期間的な未実現の費用を表わす10）」ということになり、低価法原則における費用の見
越しは、非期間的な未実現の費用であることが強調される。
　さらに、このような未実現の費用を顧慮した場合、未実現の収益もまた現われる。つまり、ある決
算期間において、費用が見越されることによって、この費用の実現の時点で、自動的に未実現の相殺
収益が現われる。実現の前にもまた、調達時価が以前の高い取得原価に再び近づく場合、株式会社法
第155条第四項を利用するであろうような、価値回復収益11）（Werteinholungsertrag）すなわち・積み
重ね収益（Aufstockungsertrag）あるいは取崩し収益（Abstockungsertrag）が生じる。12）」
　ここで、これまで用いられてきた費用と収益とについて、一覧表にまとめると、つぎのように表わ
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される13）（図2）。
　A　見越しによって生じる未実現の成果構成要素：見越費用＝価値変動費用
　　1　積極の評価切下げによる価値減少費用
　　2　消極の評価切上げによる価値増加費用
　B　以前の見越しの解消によって生じる未実現の成果構成要素：解消収益
　　1　価値の回復によるすなわち、時価が以前のより高い取得原価に再び近づくことによる解消：
　　　価値回復収益
　　　　　「実現計算を純粋な明瞭性において強調するために、そして、継続して追求しうるため
に、実現した成果を未実現の成果から区別することが必要である。ただこの場合、実際に販売過程を
通して市場価格において実現した成果、すなわち、独立に算定された販売成果と、ただ計算的に、時
価に基づいて確定可能な未実現成果とを区別して保つことは、おのおのの計算期間について可能であ
る14）」ということが強調される。このために、前掲の図2に示されたような複雑な費用と収益の概念
が用いられることになるわけである。この間の思考過程についてみると、つぎのようになる。「積極
側への価値減少と、消極側への価値増加とは、未実現の価値変動費用という形で、将来の費用ある
いは損失の前取りを意味する。このような見越費用は、後の計算期間、特に、実現の時点に欠けてい
る。それゆえ、見越費用は、当該期間の実現した成果を高める不可避の未実現解消収益を引き起こ
す。一般的には、解消収益は実現の時点で、すなわち、収支過程の実現の際に、見越された費用と同
じ大きさで現われる（相殺収益）。この解消収益は、在高が価値回復（積極の場合の増加あるいは消極
の場合の減少）すなわち、部分的にか全体的にか、取得原価に再び近づいた場合、すでに実現の発生
の前に特別の場合に現われる（価値回復収益）。この場合、実現の際に、ただ残りの見越された価値変
動費用の相殺が行なわれる15）。」
　この結果、つぎのことが強調される。「すべての価値変動費用の総額は、すべての解消収益、す
なわち、価値回復収益と相殺収益との総額と等しいという規則は、全体成果計算に有効である。それ
ゆえ、全体成果計算は、低価法原則によっては、決して影響は受けない16）。」。このことは、コジオー
ルの低価法評価論を考察するにあたって、非常に意味のあることである。つまり、コジオールは、商
法や株式会社法に規定される低価法原則を、自己の会計理論にとり入れるために、時価をも収支的価
値範疇に含めて理論構成を行ない、しかもそこでは、実現成果と未実現成果とを区分し、全体損益計
算をゆがめないという方法で展開していることは、注意されなければならない。コジオールにあって
は、あくまでも首尾一貫して、動的思考に基づいるいるということができるであろう。
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　　1　積極側の時価の上昇による積重ね収益
　　2　消極側の時価の減少による取崩し収益
　H　実現、すなわち、収支過程の実現による解消（相殺）：相殺収益
　　1　積極の場合、簿価が取得原価以下である限り
　　2　消極の場合、簿価が取得原価以上である限り
さらに、
　最後に、コジオールの低価法評価についての計算方法を、簡単に、一勘定による表によって表わして
みることにしよう（図3）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図　　　3
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　売　上
　この図からも、わか為ように、つぎの等式が成り立つことになる17）。
①部分期間について
　　販売成果十未実現成果＝総成果
　　積重ね収益＋相殺収益一価値変動費用＝未実現成果
　　積重ね収益十相殺収益一解消収益
②全体期間について
　　総成果の合計　　　＝販売成果の合計
　　価値変動費用の合計一解消収益の合計
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　容的には，一担低落した時価が，再び取得原価に近づいた時に生じる差額であるから，ここでは単に「価値
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四　シュバイツアー一の低価法評価批判
　はじめに、シュバイツアーの基本的考え方についてみることにしよう。シュバイツアーは、序文に
おいて、「私の提議と他の新しい貸借対照表計算上の寄与との相異は、貸借対照表問題の方法論的並
びに意思決定理論的分析、計算モデルの公理化された命題の定式化の研究、評価問題についての批判
的な論述、という点にあるi）。」と述べているように、意思決定理論的な価値理論に従い、コジオール
のいう実現・収支的計算の部分を、コジオールの用語法、概念に従って公理化し、この場合、貸借対
照表は、量的記述モデルとして、算定モデル（Ermittlungsmodell）とみて、いわゆる利益処分計算が
行なわれる処分モデル（Verwendungsmodell）とは明確に区別し、さらにこの算定モデルである基礎
モデル（Grundmodell）においては、一切の評価問題（本稿で問題としているように、この場合特に
低価法原則）を排除しようとするものである2）。
　シュバイッアーは、低価法原則への批判を、i5Z得原価原則の基礎づけの強化を通して行なうもので
あり、意思決定理論（Entscheidungstheorie）の面からの批判と情報理論（lnformationstheorie）の面か
らの批判とに分けて考察している。はじめに、意思決定理論的な批判からみることにしよう。
　シュパイッアーは、まず、意思決定理論的な立場から、「指示の可能性が、模写公理を通して排除
されればされるほど、原則が受領者に与える情報はますます大きくなり、計算組織を通して模写され
る事実についての原則は、常に真実のものであり、それゆえ何も伝えない。このような原則は類語反
復である。基礎モデルの公理の余地は非常に小さいので、このような言明の情報内容は非常に大き
い3）。」と述べて、選択的な評価問題を基礎モデルからできるだけ排除しようとする。さらに、つぎの
ような低価法原則批判が加えられる。「株式会社法においては、単純な低価法原則が、限定された形
式において『評価規定』として必要とされる。このような原則は、その利用に際して、貸借対照表に
載せられた在高（特に流動資産の在高）における個々の損失の可能性は、非期間的な費用ないしは収
益の減少として、決算された期間において見越されるということに導く。期間利益は、前取された費
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用によって減少され、同時に、その他の利益処分は、見越された費用の大きさだけ除外される。実際
に、財の費消は見越しのために起こらず、その結果、費用支出とし．て前取りされた貨幣量の運動は擬
制的なものとなる。このような処置によって、実現された貨幣量計算は放棄され（実現原則は破壊さ
れ）、貸借対照表計算の実際のモデルは、理想的なモデルを無視することになる。考察上の、貸借対照
表の情報損失と結びついたこのような手段は、ここで、同じ事実をさまざまに取扱う時に、ますます
理解しがたいものになる。すなわち、期間余剰がある場合に、ある後の期間の非期間的な費用（起こ
りうる損失）が、決算期間の利益によって補償されることになる。しかし、このような期間に何ら利
益がなく、たとえば、まさに0であったならば、附加的な費用の見越しは（利益の繰越がない場合）、
すでに形成された法律上の積立金から相殺されなければならない期間損失に導く。このような、さま
ざまな経済的状況において見越された費用のさまざまな取扱いは矛盾に満ちたものである4）。」つまり
低価法原則によって費用の見越しを行なうことは、実際の財の運動とは関係のない、擬制的なもので
あり、また種々の企業の状況によっては、利益がない場合には、これまでの積立金の取崩しを行なわ
なければならなくなり、シュパイッアーが提案した基礎モデルと処分モデルとの混合したものになっ
てしまうわけである。それゆえ、「低価法原則は、ただ二つのモデルタイプの根拠のない混合に導
き、それゆえ、学問的に実りのない、歴史的に準意思決定規則（Quasi－entscheidungsregel）とみなさ
乳る5）」ということになる。
　しかし、将来損失の可能性がある場合、どのように対処するのか（あるいは無視するのか）という
澗題が残る。そこでシュ・ミイツアーは、つぎのような方法で取扱おうとする。すなわち、「後の期間
の損失の可能性が、予期される費用の増加ないしは収益の減少の大きさにおいて、損失の実現の時点
で取崩される公示積立金も形成することによって予防されるならば、このことは首尾一貫したもので
ある。これによって、期間余剰（PeriodenUberschuss）は、財の運動の尺度として不必要にゆがめられ
ない。……算定モデルは、見越された費用あるいは収益の減少（ないしは損失）を通して、処分モデ
ルの基礎を表わす機能を課せられる。意思決定理論的な考察において、分離してあらかじめ定めるこ
とを通して、期間余剰の金額を価格低落の危険の補償のために積立て、分配の前に留めておくこと
が、低価法原則によって試みられる6）」として、低価評価を基礎モデルにおいては取扱わないで、将
来の損失の可能性は、処分モデルの段階で、分配の前に積立てておくことにすればよいとしている。
これによって、基礎モデル（算定モデル）の取得原価による純粋性を保とうとしているわけである。
　それゆえに、　「取得原価原則に基づきながらも、それでもなお、低価法原則を命題組織に導入しよ
うとする算定モデルは、矛盾に満ちたものである7）」という結論に導かれる。
　つぎに、情報理論的な面からの批判をみることにしよう。はじめに、情報手段としての貸借対照表
の意味について、つぎのように述べている。「貸借対照表は、貸借対照表能力のある財と債務との期
間的在高と運動についての情報と統制の手段である。後計算としてのその特徴において、貸借対照表
は、まず第一に、企業の運営に、推移した経過期間の実際の出来事についての記録による情報を提供
する。企業内部の人と並んで、企業外部の人や機関もまた、算定された貸借対照表上の情報の潜在的
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な受取人である。すべての情報受領者は、彼らの手に入る報告は、意思決定モデルにおいて操作され
ていない、実際に基礎づけられ、確実なものとしてみられうる経験的に基礎づけられた知識を表わす
ということを期待する。形成された情報組織において、情報の損失、情報の遅滞、情報のゆがみがで
きるだけ少なければ少ないほど、報告は構成の基礎のために確実になしうる8）。」、さらに、rr単純な
低価法原則』としての特徴づけにおける低価法原則はうたがいなく、期間成果を含んだ、貸借対照表
価値の報告について株式会社法に根拠を持っている慣行である。このような原則は、意思決定規則と
して、余剰の処分のために不適当であるということを示した後でも、なお、ある慣行とか、貸借対照
表の作成のためにいかなるものか、情報手段として必要かどうかという問題が答えられなければなら
ない9）」という問題意識のもとに、情報理論的な面から批判を試みようとするのである。
　また、会計的に、基礎モデルにおいて確立されたものとして、減価償却処理、実現原則、後入先出
法原則を挙げている。これらのものは、財を貨幣に模写するための協約を表わし、それゆえ会計慣行
とみなしうるものである。しかし、低価法原則は、このような確立された会計慣行とはみなさない。
すなわち、「低価法原則は、基礎モデルにおいて、ただ不必要な情報のゆがみに導くものであり・情
報受領者による情報の誤った解釈と誤った利用の危険を高めるものである。このように情報をゆがめ
ることは、ただ、再調達時価によって、そのつど、個々の取得原価が低くされることについての完全
で明瞭な報告によって除去されうる。このような情報によって、情報の受領者は基礎モデルの純粋な
計算を区別し、そこで低価法原則の利用は、不合理である、ということを議論する状況に置かれる。
……賰bモデルの観点のもとに、内部主観的検証可能な公的な計算規則の問題提起は、操作可能な評
価問題ではなく、経験的に含蓄の多い報告問題であることが明らかになる10）」として、報告の面から
も、低価法原則を排除しようとする。
　そして、結論として、つぎのように述べている。「低価法原則は、意思決定理論的分析においても、
情報理論的分析においても、経営経済上の貸借対照表計算の構成要素としては、学問上根拠のないもの
であり、利益のないものであるという結果になる。補完的な処分モデルをともなう実現一収支的算定
モデル（基礎モデル）の構成においてだけ、学問上、意思決定理論上、情報理論上基礎づけられ、これ
まで実務的に利用されてきた混合モデルの欠点を克服する貸借対照表計算上の概念が提出される1D。」
　このように、シュバイツアーは、法的に根拠のあり、広く普及している低価法原則について、基礎
モデルにおいては、学問上まったく根拠のないものとして排除しようとする。そこでは、制度的に意
味のある貸借対照表を規定しようとするのではなく、意思決定理論的、情報理論的立場から貸借対照
表をみて、純粋な、理想的な貸借対照表の概念を構築しようとしているといえるであろう。
注1）Schweitzer，　M．：”Struktur　und　Funktion　der　Bilanz，“Vorwort
　2）　Schweitzer，　M．：a．a．O．，　S．197ff．
　3）　　Ibid．，　S．133f。
　4）　　Ibid．，　S．137f．
　5）　　Ibid．，　S．140．
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6）　Ibid．，　S．138．
7）　1bid．，　S．132．
8）　Ibid．，　S．141．
g）　Ibid．，　S．142．
10）　Ibid．，　S．143f．
11）　Ibid．，　S．146．
　五　む　す　び
　これまで、コジオールの低価法評価論と、シュバイツアーの低価法原則批判とについて、それぞれ
論旨に従って考察してきた。本節では、両者の比較を通して、コジナールとシュバイツアーの同質点
・相異点を明らかにしていきたい。
　シュバイツアーは、基礎モデルにおいては、いっさい評価ということを排除し、厳格な取得原価主
義による算定モデルを考慮に入れ、そこでは、「時価」の概念が少しでも入ることを避けようとし
た。このようにして公理化された基礎モデルにおいては、「理論」という名称は用いられない。すな
わち、このような量的・記述的モデルの組織は、「貸借対照表理論」ではなく、「貸借対照表観」
（Bilanzauffassung）と名づけるべきであると主張している1）。このように展開されてきたシュパイツ
アーの所説とまさに同じ方向で展開している論者にディソケル（Fritz　Dinkel）がいる。低価法原則の
批判について、「公理化された命題システムの際に、取得原価原則の組織を形成する特徴は重要であ
る。……その結果、公理においては、対象は、ただ、その取得価格によって評価しうるということが
正確に確定されるということになる。これに対して、たとえば、調達時価（低価法原則あるいは部分
価値概念）も認められると、多くの期間余剰、特に、たとえば、取得原価、調達時価あるいは両者の
混合したものに基づく期間余剰が導き出されうることになってしまう。そのような命題システムは、
あいまいな言明に導き、矛盾に満ちたものになってしまうであろう2）」と述べているように、まさに
シュバイツアーと同じような点を指摘している。
　このようなシュバイツアーの意思決定理論的な展開に対して、コジS‘　・一ルはつぎのような批判を述
べている。「シュバイツアーも、評価概念を二者択一の選択をも含んで、意思決定理論的評価に限定
している。このことは、私の見解では、目的にかなったものでも、有用なものでもなく、学問や実務
における国際的な言葉の慣用に、ほとんど影響を与えず、無益に矛盾する。それに加えて、評価につ
いて述べる代わりに、独立に模写について述べることは困難である3）」。すなわち、シュバイツアーが
評価という問題を無視し、取得原価による模写だけを基礎モデルにおいて考慮していることを批判し
ているわけであり、このようにみるならば、両者はその根本において対立しているようにも思われ
る。
　しかし、シュバイツアー自身、序文において、　「私が提示した貸借対照表概念に際して、動的一収
支的思考方法を継続して取扱うものである4）」と述べているように、両者には基礎的思考においては
一一v点がみいだせるわけである。それは、シュ・ミイツアーが、エンゲルス（Wolfram　Engels）のコジ
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オール批判について述べているところからも明らかである。エンゲルスは、同義反復（Tautologie）と
いうことと、理論的でなく、合成的な実際上の（synthetische）な原則組織を表わしたものにすぎない、
という二点を主に批判している。シュバイツアーは、後者の批判点は認めながらも、同義反復という
批判に対して、「同義反復という非難は早まってあげられた。なぜなら、エンゲルスは、実現一収支
的計算の純粋な形式をみていないからである。コジオールは、実現一収支的計算の原則組織を、まず
第一に、ここで展開された形式に関連して公理化したのであり、これによって、ある強い厳格な形式
において記述しているのである。……このような収支的貸借対照表計算の純粋な形式に対して、同義
反復という非難は、事実を無視するものである5）」と述べている。このように、シュバイツアーにあ
っては、コジオールが実現一収支的計算と名づけた部分を定義・公理・計算規則によって公理化しよ
うとしたわけであり、このような意味では、その用語法においても、概念においても、まったく同一
なのである。いわば、シュバイツアーは、コジオールの実現一収支的計算を、意思決定理論的・情報
理論的立場から、精緻化しようとしたといえるように思われる。また、つぎのように述べることもで
きるであろう。「彼（シュバイツアー一筆者）は、コジオールの収支的貸借対照表論を基軸として、
それを情報理論的・意思決定理論的観点から再検討することによって、コジオールとは別の観点から
する貸借対照表の統一化を思考しようとしたといえる6）。」
　しかし、コジオールは、この実現一収支的計算だけでなく、未実現一収支的計算も考慮に入れてい
るのである。つまり、　「例外が生じる評価問題を解決するために、これら例外を収支的計算に組み入
れることを断念するか、実務において普通にみられることを、理論的概念組織の一貫した拡張を試み
るかということが、このような場合に存する。おのおのの理論は、重要な現実を、できるだけ包括的
な領域にわたって説明することをめざさなければならないのであるから、ここで示された解決方法の
第二番目の道を歩くことにしよう7）」と述べて、単に厳格な取得原価計算だけでなく、広く現実にお
いて現われる問題を説明できるような理論を構築しようとする、自らの方向を明確に示しているので
ある。
　また、コジオールのつぎのような認識も重要である。つまり低価法原則は不均等原則（lmparitats－
prinzip）を意味するものであるとして、「低価法原則は、成果決定における商人的慎重の結果であり
そこでは、好都合な将来の展望は顧慮されないままである一方、不都合な誘因は、すでにその認識亘
能な時点で組み入れられる8）」と述べている。このようにみることは、「低価主義をr慎重の原則』
をもちいないで、すなわち保守主i義適用を別にして、理解できるとすることは、むしろそれをねじ曲
げることであろう9）」という認識とも一致して、特に注意しなければならない点であるだろう。
　このようにみてくると、コジオールとシュバイツアーの思考の相異が明らかになる。すなわち、コ
ジオールは、本来的には、実現一収支的計算の枠内において理論を展開しようとするものであり、計
算構造論上も、この枠内で理論化しようとするものであり、また、公理化にあたっても、低価法原則
を排除して行なっているlo）。しかし、商法あるいは株式会社法上認められている低価法原則、並び
に、本稿では取扱わなかったが秘密積立金（stille　RUcklage）の問題について、単に実現一収支的計算
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の枠内におさまらないからといって否定するのではなく、。pagatorisch“という概念で、これを未実
現一収支的計算にまで拡張することによって、みずからの理論のなかにとりこもうとしたのである。
ただし、この場合、第三節で展開したように、非期間的な費用だけを認識するのではなく、それが実
現した時点で、非期間的な収益をも認識することによって、そして成果を実現成果と未実現成果とに
区分して表わすことによって、全体損益と期間損益とが一致するというシェーマはくずすことなく表
わそうとしているのである。それゆえ、このような低価法原則をとり入れた貸借対照表をも動的思考
に基づいたものであり、「厳格な低価法貸借対照表は、本質的には、成果貸借対照表のままである。
厳格な低価法貸借対照表は、決して、部分的にも、状態貸借対照表として把握されてはならない11）」
ということになる。このようにして、コジオールは、低価法原則をも包含するような包括的な貸借対
照表論を展開している。
　これに対して、シュバイツアーも、決して、時価が下った場合の将来の損失の可能性を無視してい
るわけではない。ただ、基礎モデルにおいては、意思決定理論的並びに情報理論的観点から、実現一
収支的計算における取得原価主義による純粋性を保とうとしているわけであり、このような将来の損
失の可能性のある場合には、処分モデルの段階において、積立金を設定することによって対処しよう
としているわけである。
　このように、コジオールとシュパイッアーの比較を通して、両老のとった方向、並びに両者の同質
性と相異点とをみてきた。最後に、低価法原則についてのコジオールのつぎの言葉で結びとしたい。
「このような成果思考強調することを理論的な誇張とみてはならない。なぜなら、実務においては、
この観点は広く普及しているからである。商事貸借対照表の判断に際して、全く支配的な特徴による
ものである。学問的な整然性は、これをつなぎ合わせる際に、正確にその関係の徹底的な熟考を義務
づける。商事貸借対照表の固有の特徴についてのしばしばみられる誤解は、原則的なものを、いっそ
う大きな思考の厳密性によってきわ立たせた場合にのみ克服されうるものである。低価法原則は、必
ずしも静的な評価原則ではなく、むしろ成果貸借対照表の伝統的に広く行きわたっている形成手段で
ある12）」。
注1）VgL　Schweitzer，　M．：”Struktur　und　Funktion　der　Bilanz，“S．135．
　2）　Dinkel，　F．：，，Bilanz　und　Bewertung“Dunker＆HumbQlt，　Berlin，1973，　S．125．
　3）　Kosiol，　E．：，，Pagatorische　Bilanz，‘‘S．349．
　4）　Schweitzer，　M．：a．a．0．，　Vorwort．
　5）　Ibid．，　S。134。
　6）　興津裕康著「貸借対照表論の展開」森山書店，昭和53年，158頁。
　7）　Kosiol，　E．：a．a．O．，　S，361．
　8）　Ibid．，　S．433f．
　9）　木村重義著「会計総論」同文館，昭和51年，130頁。
　10）　Cf．　Kosiol，　E．：‘‘An　Axiomatic　Approach　to　the　Pagatoric　Thθory　of　Financial　Income　Determi－
　　nation，’，　The　International　Journal　of　Accounting，　vol．15，　Nr．2，1970．
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11）　Kosio1，　E．：”Pagatorische　Bilanz，‘‘S．450．
12）　Kosio1，　E．：a．a．0．，　S．446f．
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